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令和８年度岩沼市一般会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度岩沼市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９２，１５４千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１，７５７，１５４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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歳　入 （単位：千円）

款 項

15 国 庫 支 出 金 3,988,059 46,527 4,034,586

 1 国 庫 負 担 金 2,783,244 25,655 2,808,899

 2 国 庫 補 助 金 1,190,399 20,872 1,211,271

16 県 支 出 金 1,519,993 18,743 1,538,736

 2 県 補 助 金 469,713 18,743 488,456

18 寄 附 金 2,000,002 30 2,000,032

 1 寄 附 金 2,000,002 30 2,000,032

19 繰 入 金 1,644,783 126,354 1,771,137

 2 基 金 繰 入 金 1,566,237 126,354 1,692,591

21 諸 収 入 304,145 500 304,645

 5 雑 入 113,765 500 114,265

12,108,018 0 12,108,018

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

既 定 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正されなかった款項に係る額

21,565,000 21,757,154192,154
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歳　出 （単位：千円）

款 項

 2 総 務 費 4,821,585 11,386 4,832,971

 1 総 務 管 理 費 4,297,308 11,386 4,308,694

 3 民 生 費 8,754,211 36,858 8,791,069

 1 社 会 福 祉 費 3,633,056 1,726 3,634,782

 2 児 童 福 祉 費 4,522,115 30 4,522,145

 3 生 活 保 護 費 596,764 35,102 631,866

 4 衛 生 費 1,469,920 0 1,469,920

 2 清 掃 費 628,382 0 628,382

 5 労 働 費 39,844 4,729 44,573

 1 労 働 費 39,844 4,729 44,573

 6 農 林 水 産 業 費 628,174 97,200 725,374

 1 農 業 費 612,592 97,200 709,792

 7 商 工 費 286,117 1,410 287,527

 1 商 工 費 286,117 1,410 287,527

 8 土 木 費 1,482,717 360 1,483,077

 1 土 木 管 理 費 63,506 360 63,866

 9 消 防 費 690,468 4,411 694,879

 1 消 防 費 690,468 4,411 694,879

10 教 育 費 2,058,055 35,800 2,093,855

 4 社 会 教 育 費 334,365 35,800 370,165

 5 保 健 体 育 費 116,683 0 116,683

1,333,909 0 1,333,909

既 定 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

補正されなかった款項に係る額

21,565,000 21,757,154192,154
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１　総　括

歳　入 （単位：千円）

15 国 庫 支 出 金 3,988,059 46,527 4,034,586

16 県 支 出 金 1,519,993 18,743 1,538,736

18 寄 附 金 2,000,002 30 2,000,032

19 繰 入 金 1,644,783 126,354 1,771,137

21 諸 収 入 304,145 500 304,645

12,108,018 0 12,108,018

21,565,000 192,154 21,757,154

一、　歳入歳出補正予算事項別明細書

款 既 定 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正されなかった款に係る額
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歳　出

款

 2 総 務 費 4,821,585 11,386 4,832,971

 3 民 生 費 8,754,211 36,858 8,791,069

 4 衛 生 費 1,469,920 0 1,469,920

 5 労 働 費 39,844 4,729 44,573

 6 農 林 水 産 業 費 628,174 97,200 725,374

 7 商 工 費 286,117 1,410 287,527

 8 土 木 費 1,482,717 360 1,483,077

 9 消 防 費 690,468 4,411 694,879

10 教 育 費 2,058,055 35,800 2,093,855

1,333,909 0 1,333,909

21,565,000 192,154 21,757,154

補正されなかった款に係る額

歳 出 合 計

既 定 額 補 正 額 計
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（単位：千円）

11,386

27,157 9,701

4,729

14,182 83,018

965 445

360

1,470 2,941

21,496 500 13,804

65,270 500 126,384

そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債
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２　歳入

15款 国庫支出金

 1項 国庫負担金

節   

目

 1 民生費国庫負担金 2,780,468 25,655 2,806,123  1 社会福祉費 455

負担金

 3 生活保護費 25,200

負担金

計 2,783,244 25,655 2,808,899

 2項 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 400,172 17,900 418,072  1 総務管理費 17,900

補助金

 2 民生費国庫補助金 355,358 1,502 356,860  3 生活保護費 1,502

補助金

 6 消防費国庫補助金 0 1,470 1,470  1 消防整備費 1,470

補助金

計 1,190,399 20,872 1,211,271

16款 県支出金

 2項 県補助金

 4 農林水産業費県補助金 77,344 14,182 91,526  1 農業費補助 14,182

金

 5 商工費県補助金 67 965 1,032  1 商工費補助 965

金

 7 教育費県補助金 138,422 3,596 142,018  5 保健体育費 3,596

補助金

計 469,713 18,743 488,456

18款 寄附金

 1項 寄附金

 1 一般寄附金 2,000,001 30 2,000,031  1 一般寄附金 30

計 2,000,002 30 2,000,032

既 定 額 補 正 額 計
区 分 金 額
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（単位：千円）

  

自立支援給付事業費 357

自立支援給付費 357

　　　<充当先> 3  1  2  障害福祉に要する経費 357

中国残留邦人生活支援給付金 98

　　　<充当先> 3  1  1  中国残留邦人生活支援事業 98

生活保護費 25,200

　　　<充当先> 3  3  2  生活保護扶助事業 25,200

地域未来交付金 17,900

　　　<充当先> 10 4  4  図書館運営事業 17,900

最高裁判決等を踏まえた保護費等の追加給付事務体制整備等事業費 1,502

　　　<充当先> 3  3  1  最高裁判決等を踏まえた保護費等の追加給付に要する経費                1,502

消防団設備整備費補助金 1,470

　　　<充当先> 9  1  2  消防団運営事業 1,470

新規就農者支援事業費 3,650

　　　<充当先> 6  1  3  強い農業づくり事業 3,650

地域農業構造転換支援事業費補助金 10,002

　　　<充当先> 6  1  3  強い農業づくり事業 10,002

指定管理鳥獣対策事業交付金 530

　　　<充当先> 6  1  3  農林業振興事業 530

宿泊税市町村交付金 965

　　　<充当先> 7  1  3  観光振興事業 965

地方スポーツ振興費補助金 3,596

　　　<充当先> 10 5  1  スポーツ振興事業 3,596

一般寄附金 30

説 明

（15款） 国庫支出金 （ 1項） 国庫負担金

（19款） 繰入金 （ 2項） 基金繰入金
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19款 繰入金

 2項 基金繰入金

節   

目

 1 財政調整基金繰入金 1,111,923 126,354 1,238,277  1 財政調整基 126,354

金繰入金

計 1,566,237 126,354 1,692,591

21款 諸収入

 5項 雑入

 2 雑入 113,757 500 114,257  6 雑入 500

計 113,765 500 114,265

既 定 額 補 正 額 計
区 分 金 額
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（単位：千円）

  

財政調整基金繰入金 126,354

（公財）スポーツ安全協会助成金 500

　　　<充当先> 10 5  1  スポーツ振興事業 500

説 明

（19款） 繰入金 （ 2項） 基金繰入金
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３　歳出

 2款 総務費

 1項 総務管理費

目

 5 財産管理費 1,902,390 △360 1,902,030 △360

 6 企画費 329,461 11,746 341,207 11,746

計 4,297,308 11,386 4,308,694 11,386

 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 1 社会福祉総 353,950 131 354,081 98 33

務費

 2 障害者福祉 1,702,628 1,595 1,704,223 357 1,238

費

計 3,633,056 1,726 3,634,782 455 1,271

 2項 児童福祉費

 6 心身障害児 26,186 30 26,216 30

通園施設費

計 4,522,115 30 4,522,145 30

 3項 生活保護費

 1 生活保護総 45,979 1,502 47,481 1,502

務費

 2 扶助費 550,785 33,600 584,385 25,200 8,400

計 596,764 35,102 631,866 26,702 8,400

 4款 衛生費

 2項 清掃費

 1 ごみ処理費 561,772 0 561,772

計 628,382 0 628,382

国県支出金 地 方 債 そ の 他

既 定 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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(単位：千円)

節       

13 使用料及び △360 営繕一般管理に要する経費 △360

賃借料

22 償還金、利 11,746 地方創生推進事業 11,746

子及び割引

料

19 扶助費 131 中国残留邦人生活支援事業 131

12 委託料 1,595 障害福祉に要する経費 1,595

17 備品購入費 30 障害児療育事業 30

 3 職員手当等 1,000 最高裁判決等を踏まえた保護費等の追加給付に要する経費 1,502

10 需用費 84

11 役務費 88

12 委託料 330

19 扶助費 33,600 生活保護扶助事業 33,600

12 委託料 357 ごみ処理対策事業

13 使用料及び △357

賃借料

区 分 金 額
説 明

（ 2款）総務費 （ 1項）総務管理費

（ 5款）労働費 （ 1項）労働費
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 5款 労働費

 1項 労働費

目

 1 労働福祉施 24,494 4,729 29,223 4,729

設費

計 39,844 4,729 44,573 4,729

 6款 農林水産業費

 1項 農業費

 3 農業振興費 88,559 15,000 103,559 14,182 818

 5 農地費 71,858 82,200 154,058 82,200

計 612,592 97,200 709,792 14,182 83,018

 7款 商工費

 1項 商工費

 2 商工業振興 240,024 △667 239,357 △667

費

 3 観光費 1,157 2,077 3,234 965 1,112

計 286,117 1,410 287,527 965 445

 8款 土木費

 1項 土木管理費

 1 土木総務費 63,506 360 63,866 360

計 63,506 360 63,866 360

 9款 消防費

 1項 消防費

 2 非常備消防 32,613 4,411 37,024 1,470 2,941

費

計 690,468 4,411 694,879 1,470 2,941

国県支出金 地 方 債 そ の 他

既 定 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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(単位：千円)

節       

10 需用費 4,722 勤労者活動センター運営管理事業 4,729

18 負担金、補 7

助及び交付

金

10 需用費 200 強い農業づくり事業 13,652

12 委託料 1,000 農林業振興事業 1,348

17 備品購入費 148

18 負担金、補 13,652

助及び交付

金

18 負担金、補 82,200 土地改良事業支援事業 82,200

助及び交付

金

 8 旅費 △217 企業立地推進事業 △217

18 負担金、補 △450 商工業振興事業 △450

助及び交付

金

12 委託料 2,077 観光振興事業 2,077

13 使用料及び 360 土木総務費一般管理に要する経費 360

賃借料

10 需用費 4,411 消防団運営事業 4,411

区 分 金 額
説 明

（ 5款）労働費 （ 1項）労働費

（10款）教育費 （ 4項）社会教育費
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10款 教育費

 4項 社会教育費

目

 4 図書館費 90,545 35,800 126,345 17,900 17,900

計 334,365 35,800 370,165 17,900 17,900

 5項 保健体育費

 1 保健体育総 116,683 0 116,683 3,596 500 △4,096

務費

計 116,683 0 116,683 3,596 500 △4,096

国県支出金 地 方 債 そ の 他

既 定 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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(単位：千円)

節       

12 委託料 35,800 図書館運営事業 35,800

スポーツ振興事業

区 分 金 額
説 明

（10款）教育費 （ 4項）社会教育費
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１.　一　般　職

(1)総　　括

 ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数

(人) 給　料 職員手当 計

(3)

327

(3)

327

0

0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

地域手当 管理職手当

補正後 27,816 38,160 23,307 115 81,440 1,836 24,991

補正前 27,816 38,160 23,307 115 80,440 1,836 24,991

比　較 0 0 0 0 1,000 0 0

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任
手　　当

災害派遣
手　　当

在宅勤務
手　　当

補正後 668 285,946 234,784 19,030 0 0 0

補正前 668 285,946 234,784 19,030 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0

 イ　会計年度任用職員

期末手当

勤勉手当

106,907

89,297

106,907

89,297

0

0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

二、　給　与　費　明　細　書

区　分 共済費 合　計 備　考
報酬 計

職員数
（人）

(単位：千円)

区　分

補正後

補正前

比　較 0 1,000 1,000 0

備　考

1,253,744 1,991,837 2,383,708

737,093 391,871

738,093 391,871

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

1,253,744 2,382,7081,990,837

給　　与　　費
共済費 合　計

1,000

728,907 116,479 845,386

(単位：千円)

給　　与　　費

(296)

補正前 532,703 728,907 116,479 845,386

補正後 532,703

(296)

比　較 0 0 0 00
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 説　　　明

0 給与改定に伴う -

増減分

昇給に伴う増加 -

分 　　　　

その他の増減分 -

職員手当 1,000 制度改正に伴う -

増減分

その他の増減分 1,000 最高裁判決等を

踏まえた保護費

等の追加給付に

要する経費に係る

時間外勤務手当分

備　　　　　　　考区　　分 増減事由別内訳

給　　料

(単位：千円)
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(3) 給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たり給与

※短時間勤務職員を除く

イ　初　任　給

200,300 198,200

355,505

39歳9月

大　学　卒

200,300

232,000

198,200高　校　卒

232,000

令和８年１ 月１ 日現 在○

行政職（行一）(円)

平 均 年 齢 ( 歳 )

52歳5月

302,957 305,990

52歳0月39歳6月

労務職（行二）

314,810

339,998

労務職（行二）(円)

国　　の　　制　　度

区　　　分 行政職（行一）(円) 労務職（行二）(円)

341,437 325,132

行政職（行一）

平均給料月額(円)

区　　　　　　　　　　　　分

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 ( 歳 )

314,397

令和８年６ 月１ 日現 在○
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ウ　級別職員数

(  ) (  ) (  ) (2) (1) (  ) (  )

45 72 107 34 25 20 10

(  ) (  ) (  ) (66.6) (33.3) (  ) (  )

14.4 23.0 34.2 10.9 8.0 6.4 3.2

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0 0 7 3 0 0 0

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0.0 0.0 70.0 30.0 0.0 0.0 0.0

(  ) (  ) (1) (4) (1) (  ) (  )

51 75 103 31 19 21 9

(  ) (  ) (16.6) (66.6) (16.6) (  ) (  )

16.5 24.3 33.3 10.0 6.1 6.8 2.9

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0 0 7 3 0 0 0

(  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  ) (  )

0.0 0.0 70.0 30.0 0.0 0.0 0.0

※（　）内は短時間勤務職員で外書き

※内訳ごとの構成比合計は、端数処理の関係で100％とならない場合がある

(級別の基準となる職務)

主　事・技　師

　区　　分
6級 7級4級 5級1級 2級 3級

区　　分

309

構　成　比　(％)
(100)

合計

係　　長
主　　査

課長補佐・主幹
課　　　長
副　参　事

部　　長
参　　事

級○

行政職（行一）

0

10

構　成　比　(％)

7　級

令和8年1月1日
　　　現　　在

令和8年6月1日
　　　現　　在

行政職（行一）

職　員　数　(人)

労務職（行二）

(6)

3　級 4　級 5　級 6　級

職　員　数　(人)

1　級 2　級

0

100.0

行政職（行一）

職　員　数　(人)
(3)

313

構　成　比　(％)
(100)

100.0

100.0

労務職（行二）

職　員　数　(人)
0

10

構　成　比　(％)
0

100.0
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エ　昇　給

合計 行政職（行一） 労務職（行二）

327 317 10

290 282 8

290 282 8

　比　　　　　　　　　　 　　率　(B)/(A)　(%) 88.7 89.0 80.0

327 317 10

290 282 8

290 282 8

　比　　　　　　　　　　 　　率　(B)/(A)　(%) 88.7 89.0 80.0

※短時間勤務職員を除く

オ　期末手当・勤勉手当

(2.450)
4.650

(2.400)
4.600

(2.450)
4.650

※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

2.325

支　給　期　別　支　給　率

有

有
(1.225)
2.325

6月(月分)

　職　　　　　員　　　　　数　　  　(A)　(人)

　昇  給  に  係  る  職  員  数    (B)  (人)

区　　　　　　　　　　　　分

 4号給(人)

備　　考

2.325
国 の 制 度

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

支給率計
(月分)

有

 2号給(人)

　号　給　数　別　内　訳

補　正　後

(1.200)

 6号給(人)

 8号給(人)

 4号給(人)

補
　
正
　
後

補
　
正
　
前

補　正　前

　職　　　　　員　　　　　数　　  　(A)　(人)

　昇  給  に  係  る  職  員  数    (B)  (人)

(1.200)

区　　分

 6号給(人)

2.300

 8号給(人)

　号　給　数　別　内　訳○

(1.225)

 2号給(人)

12月(月分)

(1.225)
2.325

2.300
(1.225)
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

加算措置等

(2%～20%加算）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

国の制度(支給率等)

(令和8年6月支給分)

代表的な特殊勤務手当の名称

全　職　種

2.8

支給額の多い手当……心身障害児業務手当
多くの職員に支給されている手当……清掃作業手当

10.01.9
支給対象職員の比率(%)

33.27075

33.27075

20年勤続の者
(月分)

24.586875

24.586875

一部異なる

定年前早期
退職特例措置

定年前早期
退職特例措置
(定年前1年につき3%を

2,000円～35,700円(国の制度2,000円～38,700円)

上限とした割合加算)

47.709

一部異なる

通　勤　手　当

区　　　　　分

扶　養　手　当

最高限度
(月分)

35年勤続の者
(月分)

労務職（行二）行政職（行一）

代　表　的　な　職　種

差　　　異　　　の　　　内　　　容

市内在住の場合、手当の額は1.5倍（上限あり）

(令和8年6月支給分)
0.012 0.007 0.013

国の制度との異同

同　　　じ

住　居　手　当

区　　　　　分

支　 給　 率　 等

その他の

47.709

区　　　　　　　分

給料総額に対する比率(%)

47.709

47.709

25年勤続の者
(月分)
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